
Ｉ

Ｋ

Ｇ

の 

 
旅

館

経

営

再

生

塾 

 
 

第

五

十

二

回 

 

「

個

人

情

報

保

護

法

」

っ

て

ど

ん

な

法

律

？

 
 

 
 
 
 
 
 

 

執

筆

担

当

者 

 
 
 
 

 

滝

花

 

雄

次

 
 

 

個

人

情

報

保

護

法

の

正

式

な

名

称

は

、「
個

人

情

報

の

保

護

に

関

す

る

法

律

」

で

あ

る

。

こ

の

法

律

は

、

 
 

 
 

行

政

機

関

や

民

間

の

企

業

に

対

し

、

個

人

情

報

を

適

切

に

取

り

扱

う

こ

と

を

義

務

づ

け

て

い

る

。

 

 
 
 

 

 

第

四

章

以

降

は

、

民

間

企

業

が

対

象

と

な

っ

て

お

り

、

個

人

情

報

取

扱

事

業

者

が

守

ら

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

義

務

の

規

定

、

そ

の

規

定

が

適

用

除

外

さ

れ

る

場

合

、

義

務

規

定

に

違

反

し

た

場

合

の

罰

則

等

に

つ

い

て

定

め

ら

れ

て

い

る

。

 

 

個

人

情

報

保

護

法

は

、

二

〇

〇

三

年

五

月

に

成

立

し

、

準

備

期

間

を

経

て

、

二

〇

〇

五

年

四

月

一

日

か

ら

の

施

行

よ

り

民

間

企

業

で

も

実

際

の

対

応

が

求

め

ら

れ

る

。

 

 

こ

の

法

律

は

、

六

章

か

ら

構

成

さ

れ

て

い

る

。

 

第

一

章

 

総

則

 

第

二

章

 

国

及

び

地

方

公

共

団

体

の

責

務

等

 

第

三

章

 

個

人

情

報

の

保

護

に

関

す

る

施

策

等

 

第

四

章

 

個

人

情

報

取

扱

事

業

者

の

義

務

等

 

第

五

章

 

雑

則

 

第

六

章

 

罰

則

 

 

第

一

章

か

ら

第

三

章

ま

で

は

、

基

本

的

な

内

容

が

定

め

ら

れ

て

お

り

、

目

的

や

基

本

原

則

な

ど

の

内

容

と

な

っ

て

い

る

。

 

 

こ

こ

で

、

第

五

章

に

定

め

ら

れ

て

い

る

個

人

情

報

保

護

法

の

適

用

が

除

外

さ

れ

る

場

合

に

つ

い

て

触

れ

て

お

く

。

 

・

 

放

送

機

関

、

新

聞

社

、

通

信

社

、

そ

の

他

の

報

道

機

関

が

報

道

の

た

め

に

個

人

情

報

を

用

い

る

場

合

 

・

 

著

述

を

業

と

し

て

行

う

者

が

著

述

の

た

め

に

個

人

情

報

を

用

い

る

場

合

 

・

 

大

学

な

ど

が

学

術

研

究

の

た

め

に

個

人

情

報

を

用

い

る

場

合

 

・

 

宗

教

団

体

が

宗

教

活

動

と

し

て

そ

れ

に

付

随

す

る

活

動

の

た

め

に

個

人

情

報

を

用

い

る

場

合

 

・

 

政

治

団

体

が

政

治

活

動

と

そ

れ

に

付

随

す

る

活

動

の

た

め

に

個

人

情

報

を

用

い

る

場

合

 

第

六

章

に

は

違

反

し

た

場

合

の

罰

則

が

規

定

さ

れ

て

い

る

。

 

個

人

情

報

保

護

法

に

違

反

し

た

場

合

、

ま

ず

、

そ

の

企

業

の

所

管

の

省

庁

や

主

務

大

臣

が

勧

告

を

し

、

そ

の

勧

告

に

従

わ

な

い

場

合

に

違

反

を

止

め

る

よ

う

命

令

す

る

、

そ

の

命

令

に

従

わ

な

い

場

合

に

、

罰

則

が

科

せ

ら

れ

る

こ

と

と

な

る

。

し

た

が

っ

て

、

違

反

を

す

る

と

直

ち

に

罰

則

が

科

せ

ら

れ

る

訳

で

は

な

い

。 

罰

則

は

違

反

行

為

を

し

た

行

為

者

と

事

業

者

の

両

方

に

科

せ

ら

れ

る

、

違

反

者

（

人

）

に

一

ヶ

月

以

上

六

ヶ

月

以

下

の

懲

役

ま

た

は

、

一

万

円

以

上

三

十

万

円

以

下

の

罰

金

、

企

業

に

対

し

て

は

一

万

円

以

上

三

十

万

円

以

下

の

罰

金

が

定

め

ら

れ

て

い

る

。

 

 


